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平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行細則の一部を改正する規則

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行細則（平成１７年愛媛県規則第３４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（特定開発行為の変更の許可の申請）

第４条 省略

２ 特定開発行為変更許可申請書には、次に掲げる書類を添付しな

ければならない。ただし、既に提出されている当該書類の内容に

変更がないときは、その旨を当該特定開発行為変更許可申請書に

記載して、当該書類の添付を省略することができる。

� 省令第８条第２項の計画説明書及び計画図

� 省令第８条第５項の構造計算書

� 省令第１０条第１項の開発区域位置図及び開発区域区域図

様式第３号（第４条関係） 特定開発行為変更許可申請書

（特定開発行為の変更の許可の申請）

第４条 省略

２ 特定開発行為変更許可申請書には、次に掲げる書類を添付しな

ければならない。ただし、既に提出されている当該書類の内容に

変更がないときは、その旨を当該特定開発行為変更許可申請書に

記載して、当該書類の添付を省略することができる。

� 省令第７条第２項の計画説明書及び計画図

� 省令第７条第５項の構造計算書

� 省令第９条第１項の開発区域位置図及び開発区域区域図

様式第３号（第４条関係） 特定開発行為変更許可申請書

特定開発行為変更許可申請書

年 月 日

愛媛県知事 様

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

申請者
ふりがな

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）印

特定開発行為変更許可申請書

年 月 日

愛媛県知事 様

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

申請者
ふりがな

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）印

許 可 年 月 日

及 び 番 号
年 月 日愛媛県指令 第 号

許 可 年 月 日

及 び 番 号
年 月 日愛媛県指令 第 号

変

更

の

内

容

区分

内容
変更前 変更後

変

更

の

内

容

区分

内容
変更前 変更後

特定予定建築物

の用途

特定予定建築物

の用途

特定予定建築物

の敷地の位置

特定予定建築物

の敷地の位置

対策工事の概要 対策工事の概要

対策工事以外の

特定開発行為に

関する工事の概

要

対策工事以外の

特定開発行為に

関する工事の概

要

変 更 の 理 由 変 更 の 理 由

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、既に提出されて

いる当該書類の内容に変更がないときは、その旨をこの申請

書に記載して、当該書類の添付を省略することができる。

� 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律施行規則（平成１３年国土交通省令第７１号。以下

「省令」という。）第８条第２項の計画説明書及び計画図

� 省令第８条第５項の構造計算書

� 省令第１０条第１項の開発区域位置図及び開発区域区域図

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、既に提出されて

いる当該書類の内容に変更がないときは、その旨をこの申請

書に記載して、当該書類の添付を省略することができる。

� 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律施行規則（平成１３年国土交通省令第７１号。以下

「省令」という。）第７条第２項の計画説明書及び計画図

� 省令第７条第５項の構造計算書

� 省令第９条第１項の開発区域位置図及び開発区域区域図

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２４８
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�愛媛県告示第４３４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

みやもと眼科ク
リニック 宮 本 二 美 新居浜市坂井町三丁目６

番２６号
平成２０年
３月１日

アップル薬局 株式会社サミッ
ト

新居浜市坂井町三丁目６
番２８号

平成２０年
３月１日

�愛媛県告示第４３５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４３６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護支援事業者）を次のように指定した。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人たけだ内科クリニッ
ク

伊予郡松前町大字筒井９４７番
地７ たけだ内科クリニック 伊予郡松前町大字筒井９４７番

地７ 平成２０年１月１日

吉田興産有限会社 北宇和郡鬼北町大字内深田１０
６７番地２ グループホームさくら 北宇和郡鬼北町大字内深田１０

６７番地２ 平成２０年２月４日

有限会社タカハシ 八幡浜市１５１０番地５３
有限会社タカハシ指定訪問介
護ステーションももたろう保
内

八幡浜市保内町川之石２－２１
－４ 平成２０年１月３１日

西条市 西条市明屋敷１６４ 西条市立周桑病院 西条市壬生川１３１番地 平成２０年２月８日

別宮弘 大洲市平野町野田３１９１番地５ べっく医院 大洲市平野町野田３３２０番地１ 平成２０年２月１日

有限会社テクノメディカル 今治市高市甲４１９番地１ テクノハート 今治市新谷甲７８７番地５ 平成２０年２月１日

株式会社ユーミーケア 松山市宮西一丁目２番１号 ユーミーケア八幡浜 八幡浜市大平１－７８２－２０ 平成２０年３月１日

ベストケア株式会社 松山市北条辻６１０番地１５ ベストケア・デイサービスセ
ンターいずみ 新居浜市星原町１２番４６号 平成２０年３月１日

株式会社かんなぎ 大洲市長浜甲７３１番地１ デイサービス楽助 大洲市長浜甲７３１番地１ 平成２０年３月１日

ウマ商事株式会社 四国中央市三島中央三丁目１１
番３３号 デイサービスしんまち 四国中央市三島中央三丁目１１

番３３号 平成２０年２月１２日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社タカハシ 八幡浜市１５１０番地５３ 有限会社タカハシ指定居宅介
護支援事業所ももたろう保内

八幡浜市保内町川之石２－２１
－４ 平成２０年１月３１日

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２４９
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�愛媛県告示第４３７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（特定福祉用具販売事業者）を次のように指定した。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４３８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４３９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（特定介護予防福祉用具販売事業者）を次のように指定

した。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 機 関 （ 特 定 福 祉
用 具 販 売 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

特 定 福 祉 用 具 販 売 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社テクノメディカル 今治市高市甲４１９番地１ テクノハート 今治市新谷甲７８７番地５ 平成２０年２月１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人たけだ内科クリニッ
ク

伊予郡松前町大字筒井９４７番
地７ たけだ内科クリニック 伊予郡松前町大字筒井９４７番

地７ 平成２０年１月１日

吉田興産有限会社 北宇和郡鬼北町大字内深田１０
６７番地２ グループホームさくら 北宇和郡鬼北町大字内深田１０

６７番地２ 平成２０年２月４日

有限会社タカハシ 八幡浜市１５１０番地５３ 有限会社タカハシ訪問介護ス
テーションももたろう保内

八幡浜市保内町川之石２－２１
－４ 平成２０年１月３１日

西条市 西条市明屋敷１６４ 西条市立周桑病院 西条市壬生川１３１番地 平成２０年２月８日

別宮弘 大洲市平野町野田３１９１番地５ べっく医院 大洲市平野町野田３３２０番地１ 平成２０年２月１日

有限会社テクノメディカル 今治市高市甲４１９番地１ テクノハート 今治市新谷甲７８７番地５ 平成２０年２月１日

株式会社ユーミーケア 松山市宮西一丁目２番１号 ユーミーケア八幡浜 八幡浜市大平１－７８２－２０ 平成２０年３月１日

ベストケア株式会社 松山市北条辻６１０番地１５ ベストケア・デイサービスセ
ンターいずみ 新居浜市星原町１２番４６号 平成２０年３月１日

株式会社かんなぎ 大洲市長浜甲７３１番地１ デイサービス楽助 大洲市長浜甲７３１番地１ 平成２０年３月１日

ウマ商事株式会社 四国中央市三島中央三丁目１１
番３３号 デイサービスしんまち 四国中央市三島中央三丁目１１

番３３号 平成２０年２月１２日

介護機関（特定介護予防
福祉用具販売事業者）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

特定介護予防福祉用具販売事業を行う事業所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社テクノメディカル 今治市高市甲４１９番地１ テクノハート 今治市新谷甲７８７番地５ 平成２０年２月１日

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号
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�愛媛県告示第４４０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の主たる事務所の所在地が次

のように変更された。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４４１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）の主たる事務所の所在地

が次のように変更された。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４４２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の主たる事務所の所在地が次

のように変更された。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

セントケア愛媛株式会社

（変更後）
松山市古川南二丁目７番２７号

セントケア愛南 南宇和郡愛南町御荘平城４３７
番地１ 平成１９年１１月１日

（変更前）
東京都港区六本木六丁目１０番
１号

セントケア愛媛株式会社

（変更後）
松山市古川南二丁目７番２７号

セントケア宇和島 宇和島市佐伯町２－３－２１ 平成１９年１１月１日
（変更前）
東京都港区六本木六丁目１０番
１号

セントケア愛媛株式会社

（変更後）
松山市古川南二丁目７番２７号

セントケア八幡浜 八幡浜市産業通４番１６号 平成１９年１１月１日
（変更前）
東京都港区六本木六丁目１０番
１号

セントケア愛媛株式会社

（変更後）
松山市古川南二丁目７番２７号

セントケアにいはま 新居浜市宮西町４－４ 平成１９年１１月１日
（変更前）
東京都港区六本木六丁目１０番
１号

セントケア愛媛株式会社

（変更後）
松山市古川南二丁目７番２７号

セントケア西条朔日市 西条市朔日市７８－７ 平成１９年１１月１日
（変更前）
東京都港区六本木六丁目１０番
１号

セントケア愛媛株式会社

（変更後）
松山市古川南二丁目７番２７号

セントケア宇和町 西予市宇和町下松葉４５７ 平成１９年１１月１日
（変更前）
東京都港区六本木六丁目１０番
１号

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

セントケア愛媛株式会社

（変更後）
松山市古川南二丁目７番２７号

セントケア宇和島 宇和島市佐伯町２－３－２１ 平成１９年１１月１日
（変更前）
東京都港区六本木六丁目１０番
１号

セントケア愛媛株式会社

（変更後）
松山市古川南二丁目７番２７号

セントケア八幡浜 八幡浜市産業通４番１６号 平成１９年１１月１日
（変更前）
東京都港区六本木六丁目１０番
１号

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２５１
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�愛媛県告示第４４３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業を行う事業所

の名称が次のように変更された。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４４４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の介護予防事業を行う事業所

の名称が次のように変更された。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４４５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業を行う事業所

の所在地が次のように変更された。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

セントケア愛媛株式会社

（変更後）
松山市古川南二丁目７番２７号

セントケア愛南 南宇和郡愛南町御荘平城４３７
番地１ 平成１９年１１月１日

（変更前）
東京都港区六本木六丁目１０番
１号

セントケア愛媛株式会社

（変更後）
松山市古川南二丁目７番２７号

セントケア宇和島 宇和島市佐伯町２－３－２１ 平成１９年１１月１日
（変更前）
東京都港区六本木六丁目１０番
１号

セントケア愛媛株式会社

（変更後）
松山市古川南二丁目７番２７号

セントケア八幡浜 八幡浜市産業通４番１６号 平成１９年１１月１日
（変更前）
東京都港区六本木六丁目１０番
１号

セントケア愛媛株式会社

（変更後）
松山市古川南二丁目７番２７号

セントケアにいはま 新居浜市宮西町４－４ 平成１９年１１月１日
（変更前）
東京都港区六本木六丁目１０番
１号

セントケア愛媛株式会社

（変更後）
松山市古川南二丁目７番２７号

セントケア宇和町 西予市宇和町下松葉４５７ 平成１９年１１月１日
（変更前）
東京都港区六本木六丁目１０番
１号

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社オフィスワン 新居浜市篠場町１０番２３号

（変更後）
オレンジケアステーション

新居浜市篠場町１０番２３号 平成１９年１２月１日
（変更前）
デイサービスみどり

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社オフィスワン 新居浜市篠場町１０番２３号

（変更後）
オレンジケアステーション

新居浜市篠場町１０番２３号 平成１９年１２月１日
（変更前）
デイサービスみどり

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号
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�愛媛県告示第４４６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の主たる事務所の所在地が次

のように変更された。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４４７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）から、居宅介護事業を次のよ

うに廃止した旨の届け出があった。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４４８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（特定福祉用具販売事業者）から、特定福祉用具販売事

業を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４４９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）から、介護予防事業を次のよ

うに廃止した旨の届け出があった。

平成２０年３月２５日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社オフィスワン 新居浜市篠場町１０番２３号 オレンジケアステーション

（変更後）
新居浜市篠場町１０番２３号

平成１９年１２月１日
（変更前）
四国中央市土居町上野２１６２－
１

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社オフィスワン 新居浜市篠場町１０番２３号 オレンジケアステーション

（変更後）
新居浜市篠場町１０番２３号

平成１９年１２月１日
（変更前）
四国中央市土居町上野２１６２－
１

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

武 田 政 寛 伊予郡松前町大字筒井９４７番
地７ たけだ内科クリニック 伊予郡松前町大字筒井９４７番

地７ 平成１９年１２月３１日

有限会社愛南福祉サービス 南宇和郡愛南町城辺甲１９７０ 有限会社愛南福祉サービス 南宇和郡愛南町城辺甲１９７０ 平成１８年１０月３１日

医療法人隆典会 今治市別名２７４番地 訪問看護ステーションシルビ
ウス 今治市別名２６１番地 平成１９年１２月３１日

介 護 機 関 （ 特 定 福 祉
用 具 販 売 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃止に係る特定福祉用具販売事業を行う事業所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社愛南福祉サービス 南宇和郡愛南町城辺甲１９７０ 有限会社愛南福祉サービス 南宇和郡愛南町城辺甲１９７０ 平成１８年１０月３１日

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２５３



��������������

��������������

��������������

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４５０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（特定介護予防福祉用具販売事業者）から、特定介護予

防福祉用具販売事業を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４５１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４５２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

武 田 政 寛 伊予郡松前町大字筒井９４７番
地７ たけだ内科クリニック 伊予郡松前町大字筒井９４７番

地７ 平成１９年１２月３１日

有限会社愛南福祉サービス 南宇和郡愛南町城辺甲１９７０ 有限会社愛南福祉サービス 南宇和郡愛南町城辺甲１９７０ 平成１８年１０月３１日

医療法人隆典会 今治市別名２７４番地 訪問看護ステーションシルビ
ウス 今治市別名２６１番地 平成１９年１２月３１日

介護機関（特定介護予防
福祉用具販売事業者）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃止に係る特定介護予防福祉用具販売事業を行う事業所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社愛南福祉サービス 南宇和郡愛南町城辺甲１９７０ 有限会社愛南福祉サービス 南宇和郡愛南町城辺甲１９７０ 平成１８年１０月３１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０６８２４ 株式会社ユニケア 愛媛県松山市馬木町５２４
番１ 短期入所生活介護 ショートステイアトラス

高木
愛媛県松山市馬木町３５番
地 平成２０年２月１日

３８７０２０１６２５ 医療法人大西クリニック 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２７番地１ 通所介護 デイサービスセンターオ

リーブ
愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１ 平成２０年２月１日

３８７０２０１６４１ 医療法人大西クリニック 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２７番地１

特定施設入居者生
活介護 有料老人ホームオリーブ 愛媛県今治市大西町紺原

甲８２８番地１ 平成２０年２月１日

３８７３９００７９３ 有限会社ケアプラザヨシ
コー

愛媛県北宇和郡鬼北町大
字興野 １々２５１番地 通所介護 通所介護事業所あおぞら 愛媛県北宇和郡鬼北町大

字興野 １々２５１番地 平成２０年２月１日

３８７３９００８０１ 有限会社ケアプラザヨシ
コー

愛媛県北宇和郡鬼北町大
字興野 １々２５１番地

特定施設入居者生
活介護 有料老人ホームあおぞら 愛媛県北宇和郡鬼北町大

字興野 １々２５１番地 平成２０年２月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０２０１６３３ 医療法人大西クリニック 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２７番地１ 居宅介護支援 居宅介護支援事業所オリ

ーブ
愛媛県今治市大西町紺原
甲８２７番地１ 平成２０年２月１日

３８７０１０６８３２ 特定非営利活動法人グル
ープホームしいのみ

愛媛県松山市緑町一丁目
７番地１５ 居宅介護支援 指定居宅介護支援事業所

一歩
愛媛県松山市山越二丁目
１１番３５号 平成２０年２月１８日

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２５４
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�愛媛県告示第４５３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４５４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業所の所在地

を変更した旨の届出があった。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４５５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事業所の名称を

変更した旨の届出があった。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４５６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事業所の所在地

を変更した旨の届出があった。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０６８２４ 株式会社ユニケア 愛媛県松山市馬木町５２４
番１

介護予防短期入所
生活介護

ショートステイアトラス
高木

愛媛県松山市馬木町３５番
地 平成２０年２月１日

３８７０２０１６２５ 医療法人大西クリニック 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２７番地１ 介護予防通所介護 デイサービスセンターオ

リーブ
愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１ 平成２０年２月１日

３８７０２０１６４１ 医療法人大西クリニック 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２７番地１

介護予防特定施設
入居者生活介護 有料老人ホームオリーブ 愛媛県今治市大西町紺原

甲８２８番地１ 平成２０年２月１日

３８７３９００７９３ 有限会社ケアプラザヨシ
コー

愛媛県北宇和郡鬼北町大
字興野 １々２５１番地 介護予防通所介護 通所介護事業所あおぞら 愛媛県北宇和郡鬼北町大

字興野 １々２５１番地 平成２０年２月１日

３８７３９００８０１ 有限会社ケアプラザヨシ
コー

愛媛県北宇和郡鬼北町大
字興野 １々２５１番地

介護予防特定施設
入居者生活介護 有料老人ホームあおぞら 愛媛県北宇和郡鬼北町大

字興野 １々２５１番地 平成２０年２月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８６０３９０２０６ 社団法人宇和島医師会 愛媛県宇和島市桜町１－
５０ 訪問看護 宇和島医師会訪問看護

ステーション
愛媛県宇和島市御殿
町４番１９号

愛媛県宇和島市桜町
１番５０号

平成１９年
１２月２８日

３８７０３００９４８ 社団法人宇和島医師会 愛媛県宇和島市桜町１－
５０ 通所介護 療養通所介護さくらま

ち
愛媛県宇和島市広小
路２番４０号

愛媛県宇和島市桜町
１番５０号

平成１９年
１２月２８日

３８７０１０４５７１ 有限会社パル・サポート
愛媛県松山市越智三丁目
３番２９号アイリス大英越
智１階Ａ号

訪問介護 パル・サポートヘルパ
ーステーション

愛媛県松山市越智町
２８５番地３アイリス
大英越智１階Ａ号

愛媛県松山市越智三
丁目３番２９号アイリ
ス大英越智１階Ａ号

平成２０年
１月２８日

３８７０１０４４０７ 石原トータルケアサポー
ト株式会社

愛媛県松山市針田町１１２
番地３ 訪問介護 ゆうのそよ風

愛媛県松山市北斎院
町６３６番地２テラコ
ッタ斎院２０１号

愛媛県松山市雄郡二
丁目９－２１第２石原
ビル１１１号

平成２０年
２月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日

名 称
所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０２０１６５８ 医療法人慈風会 愛媛県今治市松本町１丁
目５番地９

居宅介護
支援 白石病院 居宅介護支援事業所

シーガル
愛媛県今治市松本町１
－５－９

平成２０年
２月１８日

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２５５
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�愛媛県告示第４５７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４５８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業所を廃止し

た旨の届出があった。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４５９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事業所を廃止し

た旨の届出があった。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０１０４５８９ 有限会社パル・サポート
愛媛県松山市越智三丁目
３番２９号アイリス大英越
智１階Ａ号

居宅介護
支援

パル・サポートケアプ
ランセンター

愛媛県松山市越智町
２８５番地３アイリス
大英越智１階Ａ号

愛媛県松山市越智三
丁目３番２８号アイリ
ス大英越智１階Ａ号

平成２０年
１月２８日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８６０３９０２０６ 社団法人宇和島医師会 愛媛県宇和島市桜町１－
５０

介護予防
訪問看護

宇和島医師会訪問看護
ステーション

愛媛県宇和島市御殿
町４番１９号

愛媛県宇和島市桜町
１番５０号

平成１９年
１２月２８日

３８７０１０４５７１ 有限会社パル・サポート
愛媛県松山市越智三丁目
３番２９号アイリス大英越
智１階Ａ号

介護予防
訪問介護

パル・サポートヘルパ
ーステーション

愛媛県松山市越智町
２８５番地３アイリス
大英越智１階Ａ号

愛媛県松山市越智三
丁目３番２９号アイリ
ス大英越智１階Ａ号

平成２０年
１月２８日

３８７０１０４４０７ 石原トータルケアサポー
ト株式会社

愛媛県松山市針田町１１２
番地３

介護予防
訪問介護 ゆうのそよ風

愛媛県松山市北斎院
町６３６番地２テラコ
ッタ斎院２０１号

愛媛県松山市雄郡二
丁目９－２１第２石原
ビル１１１号

平成２０年
２月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８６０５９０８０５ 社会福祉法人三恵会 愛媛県新居浜市西の土居
町２－８－１２ 訪問看護 訪問看護ステーションき

ぼうの苑
愛媛県新居浜市西の土居
町２－８－１２ 平成１９年１２月３１日

３８６０４９０４４４ 医療法人青峰会 愛媛県八幡浜市五反田１
－１０４６－１ 訪問看護 チヨダ訪問看護ステーシ

ョン
愛媛県八幡浜市新川１４５５
－２２ 平成２０年１月３１日

３８７０１００９５９ 社会福祉法人道真会 愛媛県松山市富久町４１２
－１ 訪問入浴介護 指定訪問入浴介護事業所

幸富久荘
愛媛県松山市富久町４１２
－１ 平成２０年１月３１日

３８７０２０１５８３ 株式会社ソシオ 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１ 通所介護 デイサービスセンターオ

リーブ
愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１ 平成２０年１月３１日

３８７０２０１６０９ 株式会社ソシオ 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１

特定施設入居者生
活介護 有料老人ホームオリーブ 愛媛県今治市大西町紺原

甲８２８番地１ 平成２０年１月３１日

３８７０４００１７７ 医療法人青峰会 愛媛県八幡浜市五反田１
－１０４６－１ 訪問介護 チヨダホームヘルプサー

ビス
愛媛県八幡浜市新川１４５５
－２２ 平成２０年１月３１日

３８７０１０３５９９ モリヤマ商機株式会社 愛媛県松山市古川北一丁
目２２番２７号 福祉用具貸与 モリヤマ商機株式会社介

護・環境・健康事業部
愛媛県松山市古川北一丁
目２２番２７号 平成２０年２月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅介護支援事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７０１００３０６ 社会福祉法人白寿会 愛媛県松山市天山町２－
４－１７ 居宅介護支援

在宅介護支援センター和
泉指定居宅介護支援事業
所

愛媛県松山市和泉北１－
２０－２８ 平成２０年１月３１日

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２５６
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�愛媛県告示第４６０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス事

業所を廃止した旨の届出があった。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４６１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産

業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

伊予鉄ターミナルビル 松山市湊町五丁目１
番地１ 駐車場の位置及び収容台数 １，９１７台 １，８７２台 平成２０年

３月２４日
平成２０年
３月１１日

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

ないかいパーキング
午前７時から午後１０
時

豊島モータープール
午前９時３０分から午
後８時

駐車場の自動車の出入口の位
置

ないかいパーキング
１箇所

豊島モータープール
１箇所

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４６２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産

業経済部商工労政課並びに東温市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

３８７０１００３１４ 社会福祉法人白寿会 愛媛県松山市天山２－４
－１７ 居宅介護支援

在宅介護支援センターれ
んげ荘指定居宅介護支援
事業所

愛媛県松山市東石井一丁
目１１番３０号 平成２０年１月３１日

３８７０２０１５９１ 株式会社ソシオ 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１ 居宅介護支援 居宅介護支援事業所オリ

ーブ
愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１ 平成２０年１月３１日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定介護予防サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７０２０１５８３ 株式会社ソシオ 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１ 介護予防通所介護 デイサービスセンターオ

リーブ
愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１ 平成２０年１月３１日

３８７０２０１６０９ 株式会社ソシオ 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１

介護予防特定施設
入居者生活介護 有料老人ホームオリーブ 愛媛県今治市大西町紺原

甲８２８番地１ 平成２０年１月３１日

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２５７
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�愛媛県告示第４６３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

松山市水泥町土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持

管理）の計画の変更を平成２０年３月１２日認可した。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第４６４号
今治市から協議のあった市営土地改良事業（ため池等整備事業・

黒谷地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４

年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（ため池等整備事業・黒谷地区）計画書の

写し

� 今治市土地改良事業分担金等徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成２０年３月２６日から４月２２日まで

３ 縦覧場所

今治市役所波方支所

�������
�愛媛県告示第４６５号
宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（農業用道路整備事

業・水荷浦地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法

（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同法

第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（農業用道路整備事業・水荷浦地区）計画

書の写し

� 宇和島市営土地改良事業の経費の賦課徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成２０年３月２６日から４月２２日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所本庁

�������
�愛媛県告示第４６６号
宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（農地保全事業・水

荷浦地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４

年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（農地保全事業・水荷浦地区）計画書の写

し

� 宇和島市営土地改良事業の経費の賦課徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成２０年３月２６日から４月２２日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所本庁

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

フジグラン重信・ダイキ
ＥＸ重信

東温市野田三丁目１
番１３号外 駐車場の位置 １３箇所 １２箇所 平成２０年

３月１日
平成２０年
２月２９日

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

駐車場１～５
午前８時から午後１０
時１５分
駐車場６～９、１１～
１３
午前８時から午後１０
時
駐車場１０
午前７時４５分から午
後８時１５分

駐車場１～５
午前８時から午後１０
時１５分
駐車場６～９、１１～
１２
午前８時から午後１０
時
駐車場１０
午前７時４５分から午
後８時１５分

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ２４箇所 ２３箇所

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに東温市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２５８
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�愛媛県告示第４６７号
愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告示第６０７号）の一部を次のように改正し、平成２０年４月１日から施行する。

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領第７条第２項の規定は、同日以後に入札の公告又は通知を行う工事について適用し、同日前に

入札の公告又は通知を行った工事については、なお従前の例による。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県告示第４６８号
愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年１１月愛媛県告示第１２７５号）の一部を次のように改正し、平成２０年４月１日から施行す

る。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（特定建設工事共同企業体の対象工事）

第３条 特定建設工事共同企業体により競争入札等を行わせること

ができる県工事は、トンネル工事（知事が定める小規模で技術的

難度の低い工事を除く。以下この項において同じ。）及び１件の

設計金額が、おおむね、次の各号に掲げる施設の区分に応じ、当

該各号に定める額以上の規模の県工事であって当該トンネル工事

及び県工事の確実かつ円滑な施工を図るために特定建設工事共同

企業体による施工が必要と認められるもの並びに県外の建設業者

から県内の建設業者への建設技術の移転のため県外の建設業者と

県内の建設業者との共同施工が必要と認められる県工事その他共

同施工が必要と認められる県工事とする。

（特定建設工事共同企業体の対象工事）

第３条 特定建設工事共同企業体により競争入札等を行わせること

ができる県工事は、トンネル工事（知事が定める小規模で技術的

難度の低い工事を除く。以下この項において同じ。）及び１件の

設計金額が、おおむね、次の各号に掲げる施設の区分に応じ、当

該各号に定める額以上の規模の県工事であって当該トンネル工事

及び県工事の確実かつ円滑な施工を図るために特定建設工事共同

企業体による施工が必要と認められるもの並びに県外の建設業者

から県内の建設業者への建設技術の移転のため県外の建設業者と

県内の建設業者との共同施工が必要と認められる県工事その他共

同施工が必要と認められる県工事とする。

改 正 後 改 正 前

（業者の選定及び発注区分）

第７条 省略

２ 工事種類別の格付け等級及びその発注対象工事は、次表のとお

りとし、業者を選定しようとするときは、当該工事の実施設計工

事（請負に付すべき金額に支給材料費を加算した純工事費。以下

「設計工費」という。）に対応する格付け等級に属する者から行

うものとする。ただし、指名競争契約及び随意契約による場合で

あつて必要があるときは、当該等級の直近上位の工事に選定する

ことができる。この場合において、直近上位に入る者の数は、当

該工事の指名業者数の２分の１（その数に計算上の端数を生じた

場合は、切り捨てる。）をこえることができないものとする。

（業者の選定及び発注区分）

第７条 省略

２ 工事種類別の格付け等級及びその発注対象工事は、次表のとお

りとし、業者を選定しようとするときは、当該工事の実施設計工

事（請負に付すべき金額に支給材料費を加算した純工事費。以下

「設計工費」という。）に対応する格付け等級に属する者から行

うものとする。ただし、指名競争契約及び随意契約による場合で

あつて必要があるときは、当該等級の直近上位の工事に選定する

ことができる。この場合において、直近上位に入る者の数は、当

該工事の指名業者数の２分の１（その数に計算上の端数を生じた

場合は、切り捨てる。）をこえることができないものとする。

工事種類別 等級 発注対象工事１件ごとの設計工費 工事種類別 等級 発注対象工事１件ごとの設計工費

省略 省略

舗装 Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

全工事

４，５００万円未満

１，５００万円未満

８００万円未満

その他 Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

全工事

４，５００万円未満

１，５００万円未満

８００万円未満

その他 Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

全工事

３，０００万円未満

１，５００万円未満

５００万円未満

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２５９
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�愛媛県告示第４６９号
水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１４条第１項の規定により、一

級河川重信川水系石手川に係る浸水想定区域を指定し、当該区域及

び浸水した場合に想定される水深を定めたので、同条第３項及び水

防法施行規則（平成１２年建設省令第４４号）第２条第１項の規定によ

り、告示する。

その関係図面は、愛媛県庁及び松山地方局建設部に備え置いて閲

覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第４７０号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３条の３第９項の規定に基づ

き、東予港港湾計画の変更の概要を次のとおり告示する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 港湾計画の変更の概要

東予港港湾計画の変更の概要（平成１７年５月愛媛県告示第１０２８

号）によりその概要を告示した東予港港湾計画について変更した

事項は、次のとおりである。

� 水域施設計画

泊地

地区名 水深（メートル） 面積（ヘクタール）

壬生川
５ ２

３ １

� 係留施設計画

岸壁

地区名
公共用
又は専
用の別

水 深
（メートル）

延 長
（メートル）

用途

壬生川 専 用 ５ １７５ 一般船用

物揚場

地区名
公共用
又は専
用の別

水 深
（メートル）

延 長
（メートル）

用途

壬生川 専 用 ３ ３０ 一般船用

２ 港湾計画の縦覧の場所

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県土木部河川港湾局港湾海岸課

�������
�愛媛県告示第４７１号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局建設部及び土木事

務所並びに市役所及び町役場において縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

西之坊

次に揚げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１２号までを順次

結んだ線及び標柱１２号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

四国中央市 金田町半田 栴檀ノ木 乙３０１番 １号

中谷 丁２１８番 ２号

丁２１８番 ３号

乙３１１番 ４号

乙３１１番 ５号

乙３０２番２ ６号

丁１９８番１ ７号

丁１９４番１ ８号

丁１９４番１ ９号

丁１９４番１ １０号

岸ノ上 乙３９９番１ １１号

西ノ内 乙３３４番１ １２号

別名

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱２９号までを順次

結んだ線及び標柱２９号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

今治市 別名 寺谷 ８０７番１地先 １号

９２９番１ ２号

台ノ山 ８１０番 ３号

寺谷 ９３０番 ４号

成ルノ谷 ９３２番地先 ５号

７９２番１ ６号

７９２番１ ７号

７９１番 ８号

成ノ谷 ９７４番２地先 ９号

９７４番２ １０号

９７４番２ １１号

９７４番２ １２号

常高寺 ７３９番１地先 １３号

７２９番１地先 １４号

天神脇 ９８２番 １５号

９８２番 １６号

７２６番 １７号

７２６番 １８号

９８４番 １９号

�・� 省略

� 建築本体 ５億円

�・� 省略

２ 省略

�・� 省略

� 建築本体 ２０億円

�・� 省略

２ 省略
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９８４番 ２０号

９８５番 ２１号

９８５番 ２２号

７２０番１ ２３号

常高寺口 ７２７番地先 ２４号

常高寺下 ７４１番１地先 ２５号

成ルノ谷口 ７４４番１ ２６号

成ルノ谷 ７９４番１ ２７号

台ノ下 ８０２番１ ２８号

寺谷 ８０７番１地先 ２９号

黒町

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１４号までを順次

結んだ線及び標柱１４号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

今治市 伯方町北浦 深山 甲１８９２番 １号

松山 乙６６０番 ２号

乙６６３番２ ３号

乙１０４０番 ４号

乙１０４０番 ５号

甲１９９９番 ６号

甲２００２番１ ７号

黒町 甲１５３３番１ ８号

甲１５３５番 ９号

甲１５４８番 １０号

甲１５４９番１ １１号

甲１５４９番２ １２号

甲１５８０番 １３号

深山 甲１８８７番 １４号

中ノ村

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１２号までを順次

結んだ線及び標柱１２号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

久万高原町 菅生 １番耕地 ４８６番 １号

１番耕地 ４８１番 ２号

３番耕地 ２５９番１ ３号

１番耕地 ４８１番 ４号

１番耕地 ４９５番２ ５号

３番耕地 ２４７番１ ６号

３番耕地 ２４６番１ ７号

３番耕地 ２４６番１ ８号

３番耕地 ２４１番１ ９号

３番耕地 ２４１番１ １０号

１番耕地 ５０５番１ １１号

１番耕地 ５０１番 １２号

大屋敷

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱２０号までを順次

結んだ線及び標柱２０号と標柱１号を農道久下大屋敷線北側官民境界

線で結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

大洲市 肱川町大谷 ３５５８番 １号

３５５８番 ２号

３５１４番 ３号

３５２０番１ ４号

３５２３番 ５号

３５０１番 ６号

３５０１番 ７号

３６６３番 ８号

３６６３番 ９号

３６６１番 １０号

３６５５番 １１号

３６２２番 １２号

３６２２番 １３号

３５８１番 １４号

３５５８番 １５号

鯨

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１０号までを順次

結んだ線及び標柱１０号と標柱１号をＪＲ予讃線東側民地境界線で囲

まれた区域

市 町 地 番 標 柱

八幡浜市 五反田 １番耕地９８９番１ １号

３番耕地５番 ２号

３番耕地９番 ３号

３番耕地１６番 ４号

３番耕地１７番 ５号

１番耕地１０６１番 ６号

１番耕地１０６３番 ７号

１番耕地１０４９番 ８号

１番耕地１００８番 ９号

１番耕地９８９番１ １０号

福岡Ｂ

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１０号までを順次

結んだ線及び標柱１０号と標柱１号を２級市道福岡線西側官民境界線

で結んだ線で囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

八幡浜市 日土町 ５番耕地２４８２番 １号

５番耕地２４８２番 ２号

５番耕地２４７９番１ ３号

５番耕地２４７０番 ４号

５番耕地２４２５番１ ５号

５番耕地２４０１番２ ６号

５番耕地２４０５番２ ７号

５番耕地２４０６番２ ８号

５番耕地２４１５番２ ９号

５番耕地２４６５番３ １０号

西上Ｃ

次に揚げる地番の土地に存する標柱１号から標柱４号までを順次
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結んだ線、標柱４号と標柱５号を町道宇和海線東側官民境界線で結

んだ線、標柱５号から標柱９号までを順次結んだ線、標柱９号と標

柱１０号を町道宇和海線東側官民境界線で結んだ線、標柱１０号から標

柱２３号までを順次結んだ線及び標柱２３号と標柱１号を結んだ線に囲

まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

伊方町 塩成 振 乙４２６番１ １号

３５４番１ ２号

３５４番１ ３号

乙４１８番１ ４号

３４８番２ ５号

３４６番 ６号

３２６番 ７号

３２４番 ８号

振ノ奥 乙４１６番２ ９号

２０４１番８ １０号

乙４１３番３ １１号

２０４２番１ １２号

２０４２番１ １３号

振 ２９９番１ １４号

２９９番１ １５号

２９９番３ １６号

３０２番 １７号

３３１番 １８号

３２８番 １９号

３４１番 ２０号

３４０番 ２１号

３４３番１ ２２号

乙４２５番４ ２３号

与侈

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱７号を順次結ん

だ線、標柱７号から標柱９号を与侈川北側官民境界で結んだ線、標

柱９号と標柱１０号を里道東側官民境界で結んだ線、標柱１０号から標

柱１３号を順次結んだ線及び標柱１３号と標柱１号を結んだ線に囲まれ

た区域た区域

市 町 地 番 標 柱

伊方町 与侈 １５７６番 １号

１７９７番 ２号

１７９３番 ３号

１８０１番１ ４号

１６０６番 ５号

１６１７番 ６号

１６０５番 ７号

１５８６番 ８号

１３１０番 ９号

１５０９番 １０号

１５１３番 １１号

１５２９番 １２号

１５２９番 １３号

奥Ｂ

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱７号までを順次

結んだ線及び標柱７号と標柱１号を二級河川九町新川南側官民境界

線で結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

伊方町 九町 タユタ ５番耕地５６０番１ １号

５番耕地５５４番１ ２号

５番耕地６０９番１ ３号

５番耕地５９０番 ４号

５番耕地５９１番２ ５号

５番耕地５９６番１ ６号

５番耕地６３５番 ７号

町組

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１３号までを順次

結んだ線及び標柱１３号と標柱１号を町道下大野本線東側官民境界で

結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

鬼北町 下大野 １８９５番１ １号

１８７１番２ ２号

１８７１番２ ３号

１９３４番１ ４号

１９３４番１ ５号

１９３４番１ ６号

１８８０番 ７号

１９３４番１ ８号

１９３４番１ ９号

１９３４番１ １０号

１９３４番１ １１号

１９３４番１ １２号

１９３４番２ １３号

合田（追加）

次に掲げる地番の土地に存する標柱２１号、標柱２０号及び標柱１９号

を結んだ線、標柱１９号から標柱３６号までを順次結んだ線、標柱３６号

と標柱３７号を（国）３７８号南側官民境界線で結んだ線及び標柱３７号

から標柱４８号までを順次結んだ線並び標柱４８号と標柱１９号を結んだ

線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

八幡浜市 合田 １８７０番 １９号

１３２６番 ２０号

１３２４番３ ２１号

１８６９番 ２９号

１８３６番 ３０号

１８４８番 ３１号

１８５１番 ３２号

１８７９番２ ３３号

１９２０番 ３４号

１９２５番２ ３５号

１９２３番 ３６号

１９２５番１ ３７号
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１８５６番 ３８号

１８５９番 ３９号

１８５１番 ４０号

１９６９番，１９７４番，１９７５番，１９７７番 ４１号

１９７１番 ４２号

１７９７番 ４３号

１７９５番 ４４号

１８０１番 ４５号

１７７５番１ ４６号

１７７５番１ ４７号

１７７０番１ ４８号

浜（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（平成７年１０月２２日愛媛県公示第１３

２３号）浜地区の項で指定した標柱２号、標柱１号を結んだ線、標柱

１号と次に掲げる地番の土地に在する標柱６号から標柱１３号までを

順次結んだ線、及び標柱１３号と標柱２号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

宇和島市 吉田町法花津 深田 ７番耕地３１９番 ６号

７番耕地３６５番１ ７号

坪ノ内 ７番耕地４２１番７ ８号

古輪 ６番耕地２９４番１ ９号

今城 ６番耕地２１１番 １０号

古輪 ６番耕地２９０番 １１号

６番耕地２８３番 １２号

６番耕地２７６番 １３号

�愛媛県告示第４７２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４７３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４７４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４７５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 寺尾重信線
西条市丹原町寺尾甲３５２番３から

同町志川甲２番３地先まで
平成２０年３月２５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 飯岡玉津線
西条市下島山字西森戸甲５７５番３から

同字甲５７２番７まで

旧 ５．０～７．０ ０．０２８

新 ５．０～８．７ ０．０２８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 飯岡玉津線
西条市下島山字西森戸甲５７５番３から

同字甲５７２番７まで
平成２０年３月２５日
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その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４７６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４７７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４７８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４７９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜東港線
新居浜市田の上二丁目６２７番２から

同市田の上二丁目６３１番地先まで
平成２０年３月２５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号

四国中央市具定町字分木乙５４番８地先から
同市中之庄町字長谷乙５番４地先まで

及 び
四国中央市具定町字分木乙５４番８から
同市中之庄町字長谷乙５番３まで

旧 ５．３～２９．９ ０．２９３

新 ５．３～２９．９
１７．５～３０．４

０．２９３
０．１８３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市具定町字日之尾山乙６４番２２から

同町字分木乙５４番８まで

平成２０年３月２５日

１４：００

〃 〃
四国中央市具定町字分木乙５４番８から

同市中之庄町字大谷乙２９番３地先まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 新居浜東港線 新居浜市田の上二丁目６３１番地先

旧 ４．０～４．４ ０．００４

新 ５．３～８．０ ０．００４

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２６４
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�愛媛県告示第４８０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４８１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４８２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４８３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 蕪崎土居線
四国中央市土居町中村８９２番５地先から

同町中村８９２番５まで

旧 １５．２～２２．７ ０．０４７

新 １８．３～２８．８ ０．０４７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 蕪崎土居線
四国中央市土居町中村８９２番５地先から

同町中村８９２番５まで
平成２０年３月２５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市新宮町新宮１１４番２から

同町新宮１１６番まで

旧 ９．２～２０．６ ０．１０２

新 １３．８～２５．０ ０．０９９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市新宮町新宮１１４番２から

同町新宮１１６番まで
平成２０年３月２５日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 六軒家石手線
松山市祝谷町一丁目４０９番１２から

同市祝谷町一丁目４０９番１０まで
平成２０年３月２７日

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２６５
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�愛媛県告示第４８４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４８５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４８６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように決定する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４８７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 〃
松山市祝谷町一丁目４５９番２５から

同市道後鷺谷町４１９番２まで
〃

〃 〃
松山市道後鷺谷町４２９番４から

同町４２５番３まで
〃

〃 〃
松山市道後湯月町１６５９番７から

同町１６５７番３まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７９号
伊予郡砥部町川登１００５番３から

同町万年４６９番まで

旧 ４．５～４９．５ ２．０２２

新 ４．５～４９．５
９．６～８６．１

２．０２２
１．８４０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７９号
伊予郡砥部町川登１００５番３から

同町万年４６９番まで

平成２０年３月２６日

１３：００

道路の種類 路 線 名 区 間 敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 中山砥部線
伊予郡砥部町万年４９５番から

同町万年４８０番まで
８．９～２１．５ ０．１２０

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２６６
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�愛媛県告示第４８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４８９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４９０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 中山砥部線
伊予郡砥部町万年４９５番から

同町万年４８０番まで

平成２０年３月２６日

１３：００

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４９４号
上浮穴郡久万高原町東川１３６８番７から

同町東川１１０６番地先まで

旧 ５．０～３７．８
１１．０～６７．７

０．８１１
０．７３１

新 １１．０～６７．７ ０．７３１

〃 〃
上浮穴郡久万高原町東川１１０６番地先から

同町東川１０９５番１地先まで

旧 １３．８～３７．７
１２．０～２８．９

０．１５５
０．１４０

新 １２．０～２８．９ ０．１４０

県 道 西条久万線
上浮穴郡久万高原町東川１３６８番７から

同町東川１１０６番地先まで

旧 ５．０～３７．８
１１．０～６７．７

０．８１１
０．７３１

新 １１．０～６７．７ ０．７３１

〃 〃
上浮穴郡久万高原町東川１１０６番地先から

同町東川１０９５番１地先まで

旧 １３．８～３７．７
１２．０～２８．９

０．１５５
０．１４０

新 １２．０～２８．９ ０．１４０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４９４号
上浮穴郡久万高原町渋草１３１４番６から

同町渋草１３０７番まで
平成２０年３月２５日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡久万高原町西谷字郷角１３３５２番２から

同字１３３４８番５まで
平成２０年３月２６日

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２６７
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その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 美川松山線
上浮穴郡久万高原町上畑野川乙２２４番１８から

同町上畑野川乙２２３番１２まで

旧 ４．４～１５．８ ０．０９３

新 １０．８～３９．４ ０．０６５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 美川松山線
上浮穴郡久万高原町上畑野川乙３８０番９から

同町上畑野川乙２０７番３地先まで
平成２０年３月２５日

〃 〃
上浮穴郡久万高原町上畑野川乙２０７番３地先から

同町上畑野川乙２２４番１８まで
〃

〃 〃
上浮穴郡久万高原町上畑野川乙２２４番１８から

同町上畑野川乙２２３番１２まで
〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 柳谷美川線 上浮穴郡久万高原町日野浦４５４４番３ 平成２０年３月２５日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 野村柳谷線
上浮穴郡久万高原町西谷字中久保６９４６番２地先から

同字６９３１番地先まで
平成２０年３月２５日

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２６８
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平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４９６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４９７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４９８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４９９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 八幡浜保内線
八幡浜市向灘２３０５番１から

同市向灘２３０８番４まで
平成２０年３月２８日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 野佐来八幡浜線
八幡浜市川之内２番耕地１２番１地先から

同市川之内２番耕地１５番１２まで

旧 ７．５～１６．０ ０．０８３

新 ９．１～１７．５ ０．０８３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 野佐来八幡浜線
八幡浜市川之内２番耕地１２番１地先から

同市川之内２番耕地１５番１２まで
平成２０年３月２５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 信里伊予平野停車場線
大洲市北裏２９４番地先から

同市平野町野田乙１１３２番２地先まで

旧 １．０～１０．０
６．５～２８．０

１．７９２
１．３１８

新 １．０～１０．０
２．２～４４．５

１．７９２
２．４７１

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２６９
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�愛媛県告示第５００号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５０１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５０２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５０３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 鳥坂宇和線
西予市宇和町明石１１３５番２から

同町明石１００８番まで

旧 ５．４～１１．７ ０．０９２

新 ７．２～１３．０ ０．０９２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 鳥坂宇和線
西予市宇和町明石１１３５番２から

同町明石１００８番まで
平成２０年３月３１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 野村柳谷線
西予市野村町惣川３６９６番２から

同町惣川３６９０番１まで

旧 ４７．２～８５．７ ０．０８１

新 ５１．６～９３．５ ０．０７９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 野村柳谷線
西予市野村町惣川３６９６番２から

同町惣川３６９０番１まで
平成２０年３月２５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 狭間上松葉線
西予市宇和町郷内１８８３番３から

同町郷内１８４８番２まで

旧 ３．９～５．１ ０．０５５

新 ３．９～７．４ ０．０５５

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２７０
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�愛媛県告示第５０４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５０５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５０６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５０７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５０８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 狭間上松葉線
西予市宇和町郷内１８８３番３から

同町郷内１８４８番２まで
平成２０年３月２５日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 野村柳谷線
西予市野村町大野ヶ原４２番２から

同町大野ヶ原４８番２まで
平成２０年３月２５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 野村柳谷線
西予市野村町大野ヶ原３３番２から

同町大野ヶ原４８番２まで

旧 ３．５～２１．０ ０．６３５

新 ８．５～４１．０ ０．６０８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７９号
喜多郡内子町吉野川２１５２番４から

同町大瀬東２５８４番まで
平成２０年３月３０日

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２７１
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�愛媛県告示第５１０号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

伊予市市場字打田甲７８８番、甲８０４番４及び甲８０４番４地先農

道

２ 申請人の住所氏名

伊予市市場７６７番地

清家 只芳

３ 図面省略

�愛媛県告示第５０９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５１１号
愛媛県収入証紙をもつて納付すべき使用料及び手数料の範囲（昭和３９年３月愛媛県告示第２８３号）の一部を次のように改正し、平成２０年

４月１日から施行する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

次のものを除く使用料及び手数料

１ 使用料

�～� 省略

� 農林水産研究所林業研究センター施設使用料

�～� 省略

� 産業技術研究所紙産業技術センター施設使用料

�・� 省略

	 １件１万円以上のもの

２ 省略

次のものを除く使用料及び手数料

１ 使用料

�～� 省略

� 林業技術センター施設使用料

�～� 省略

� 紙産業研究センター施設使用料

�・� 省略

	 １件１万円以上のもの（建設研究所に係るものを除く。）

２ 省略

�愛媛県告示第５１２号
愛媛県収入証紙をもつて納付すべき使用料及び手数料の範囲（昭和３９年３月愛媛県告示第２８３号）の一部を次のように改正し、平成２０年

６月１日から施行する。

平成２０年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４４１号
北宇和郡鬼北町大字清延８９２番４地先から

同大字９３５番地先まで

旧 ７．５～１４．０ ０．１０６

新 １０．０～１７．０
３．２～３．２

０．１０６
０．０６１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４４１号
北宇和郡鬼北町大字清延８９２番４地先から

同大字９３５番地先まで
平成２０年３月２５日

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２７２



監 査 公 表
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�公表第５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２０年３月２５日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 田 中 多佳子

同 明 比 昭 治

改 正 後 改 正 前

次のものを除く使用料及び手数料

１ 使用料

�～� 省略

� えひめ青少年ふれあいセンター使用料

� 省略

� 省略

２ 省略

次のものを除く使用料及び手数料

１ 使用料

�～� 省略

� 省略

� 省略

２ 省略

�公表第６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定により、措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２０年３月２５日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 田 中 多佳子

同 明 比 昭 治

差引増減 △９，１４５，２２０ △７４９，７１０ △９，８９４，９３０

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措置

の際に負担金の制度を十分説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、平成１５年度に制定した「児童福

祉施設入所負担金徴収マニュアル」に基づき、所内に滞納整理班を設け、

個別滞納整理表の作成により未納者の状況把握と徴収可能な債務者の選

別をし、重点的な納入催告に努めた。

今後とも、負担金の適期収入に留意するとともに、滞納繰越分につい

ては、保護者との連絡を密にするなど収入の確保に一層努めたい。

区分

収入未済額（円）

平成１８年１２月３１
日現在

平成１９年度への
繰越額（平成１８
年度末現在）

平成１９年１２月３１
日現在

平成１８年度分 ７，７９８，３７０ ９，１８３，９７３ ８，４２７，７３３

滞納繰越分 ５４，１０８，７３０ ４４，４３２，７７０ ４３，４２４，７９０

計 � ６１，９０７，１００ ５３，６１６，７４３ ５１，８５２，５２３

平成１９年度分� － － ５，１０３，８１０

合計（�＋�） ６１，９０７，１００ ５３，６１６，７４３ ５６，９５６，３３３

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 央 児 童 相 談 所 平成１９年４月１９日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金については、納期限内の収入確保に努

めるとともに、滞納繰越額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 分 滞納繰越分 計

１８年度 ７，７９８，３７０ ５４，１０８，７３０ ６１，９０７，１００ 平成１８年１２月
３１日現在（対
前年同月比）１７年度 １６，９４３，５９０ ５４，８５８，４４０ ７１，８０２，０３０

監 査 対 象 機 関 公営企業管理局（今治病院、新居浜病院）

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

今治病院 物品管理運営業務委託（新居浜病院共通）

委託業務の執行状況の検証について

業務内容を監査人が業者に直接検討した結果、次のような課題があった。

① 棚卸に病院側で立会い、棚卸が適正になされていることを検証すべき

である。

② 棚卸の結果、差異がある場合、これを通常の入出庫扱いし、特に原因

追及をしているわけではない。棚卸のときの差異は「棚卸差異」として

きちんと把握し、原因究明する必要がある。

③ 事故（物損）等よる在庫の減は放射線科以外についてはこれを事故処

理せず、通常消費としているが、これは事故報告等でその原因を明示し

① １９年９月末棚卸に際しては、病院職員が立会い、棚卸を適正に実施し

た。

② 「棚卸差異」として把握し、原因を調査した結果、消費ラベルの貼り

忘れ等によるものであることが判明したので、医事課職員による随時の

現場確認等の再発防止策を講じることとした。

③ 通常消費でなく、事故報告等で原因を明示し、減額することとした。

愛 媛 県 報平成２０年３月２５日 第１９４９号

２７３



選挙管理委員会告示

雑 報

�愛媛県内水面漁場管理委員会指示第４号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項及び第１３０条第４

項の規定に基づき、コイ（マゴイ及びニシキゴイをいう。以下同じ。）

に関する持ち出しの制限、放流等の制限及び遺棄の禁止について、

平成２０年３月１４日に次のとおり指示した。

平成２０年３月２５日

愛媛県内水面漁場管理委員会

会長 那須 熊市

１ 指示の内容

� 持ち出しの制限

県内の公共用水面及びこれと連接一体をなす水面（以下「公

共用水面等」という。）において、コイがコイヘルペスウイル

�愛媛県選挙管理委員会告示第１２号
平成１９年４月８日執行の愛媛県議会議員選挙における公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨は、次のとおりである。

平成２０年３月２５日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

１ 選挙の種類 平成１９年４月８日執行

愛媛県議会議員選挙（今治市・越智郡選挙区）

２ 公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

６，００９，６００円

３ 報告書の要旨

て減額する必要がある。

④ 長期停滞在庫について、各々の部署ごとの在庫の品目別回転率（稼動

率）は業者から各部署に直接報告はされているが、個々の在庫ごとの長

期停滞在庫の報告はしていない。各部署でアクションを起こすために必

要なデータは個々のデータであり、これを病院のＳＰＤ管理部門を経て

各部署に報告してもらい各部署でその処理等の判断をしてもらわなくて

はならない。

そして病院のＳＰＤ管理部門は各部署の対応状況をフォローして適切

に指導しなければならない。

検証とは、「一定の書式に従った文章を作成させ、これに押印する」ので

なく、業務の実態を把握し、必要に応じて棚卸に立ちあい、問題点・課題を

理解、確認してそのフォローの状況を推し進めることである。そのために現

場に入って、ある意味では業者以上にその実態を理解把握することが望まれ

る。（日々業務を行うのは業者であるから日々の業務は業者の方が当然詳し

いかもしれないが、業務をやっている本人でない横からの観点での実態把握

であることが重要である。）

現在の状況では検証ができていないと結論づけざるをえない。業務委託の

検証が真にできるためには「その業務の内容を熟知し、現場を理解しておか

なくてはならない。」是非とも、業務内容を勉強、理解し、実質的な検証が

必要である。

④ 業者から個々の在庫データを徴収し、各部署で処理の判断をすること

とした。また、ＳＰＤ管理部門は各部署の対応状況を適時確認すること

とした。

なお、物品管理業務の実態把握及び問題点を整理するため、物品管理業務

を委託している中央・今治・新居浜病院の調達担当者を集め、３回にわたり、

業務の進め方について検討するとともに、現委託業者及び物品管理業務に詳

しい専門家の意見を聴取するなどして業務内容の知識を深めた。

候 補 者 氏 名 大 沢 五 夫 所 属 党 派 無 所 属 平成１９年３月２７日から
期 間 第２回分

平成２０年２月２５日まで出納責任者氏名 栗 林 省 吾

収 入 支 出

印刷費 １，２５２，０００円

広告費 ５２５，０００

休泊費 ４９，８７５

今 回 計 ０円 今 回 計 １，８２６，８７５

前 回 計 ３，７００，０００ 前 回 計 １，４９２，８０１

総 計 ３，７００，０００ 総 計 ３，３１９，６７６

報告書受理年 月 日 平成２０年 ２ 月２９日 第 ２ 回 報 告 分
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ス病にかかり又はかかっている疑いがあると愛媛県知事が認め

た場合は、愛媛県知事が範囲を定め、公表する水域のコイを持

ち出してはならない。ただし、公的機関が試験研究又は検査に

供する場合は、この限りでない。

� 放流等の制限

県内の公共用水面等へのコイの放流は、放流用のコイが次に

掲げる要件のすべてに該当する場合以外は、してはならない。

ただし、採捕したコイを採捕した公共用水面等へ再放流する場

合はこの限りでない。

ア コイヘルペスウイルスに汚染された水域に由来するもので

ないこと。

イ コイヘルペスウイルスに汚染された水域に由来するコイと

水を介しての接点がないこと。

ウ ＰＣＲ（ポリメラーゼ連鎖反応）検査で陰性が確認された

コイ群であること。

� 遺棄の禁止

生死を問わず、県内の公共用水面等にコイを遺棄してはなら

ない。

� �の指示は、焼却等の処分をするコイについては、適用しな
い。

２ 指示の期間

平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで

平成２０年３月２５日 発行
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